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雇用保険法等の一部を改正する法律が今国会で成立 

改正の概要 

１．失業等給付に係る暫定措置の継続等【雇用保険法、

雇用保険臨時特例法】 

① 雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る

特例、雇用機会が不足する地域における給付日数の延

長、教育訓練支援給付金等の暫定措置を令和６年度ま

で継続するとともに、コロナ禍に対応した給付日数の

延長の特例について、緊急事態措置の終了日の１年後

までを対象とする等の見直しを行う。 

② 基本手当の受給資格者が事業を開始した場合等に、

当該事業の実施期間を失業等給付の受給期間に算入し

ない特例を設ける。 

③ 雇用保険受給者が求職者支援制度に基づく訓練を

受ける場合に、訓練延長給付等の対象とする。 

 

２．求人メディア等のマッチング機能の質の向上【職

業安定法】 

① 新たな形態の求人メディア（ネット上の公表情報を

収集する求人メディア等）について「募集情報等提供」

の定義に含めるとともに、募集情報等提供事業者を、

雇用情報の充実等に関し、ハローワーク等と相互に協

力するよう努める主体として法的に位置づける。 

② 募集情報等提供事業者に対し、募集情報等の正確性

や最新性を保つための措置、個人情報保護、苦情処理

体制の整備等を義務づけるとともに、現行の助言・指

導に加え、改善命令等の指導監督を可能とする。特に

求職者情報を収集する募集情報等提供事業者は事前に

届出を行うこととし、迅速な指導監督を可能とする。 

 

３．地域のニーズに対応した職業訓練の推進等【職業

能力開発促進法】 

① 職業訓練に地域のニーズを適切に反映すること等

により、効果的な人材育成につなげるため、関係者に

よる都道府県単位の協議会の仕組みを設ける。 

② キャリアコンサルティングの推進に係る事業主・国

等の責務規定を整備する。 

４．雇用保険料率の暫定措置及び雇用情勢等に応じた

機動的な国庫負担の導入等【雇用保険法、労働保険徴

収法、特別会計法】 

① 雇用保険の失業等給付に係る保険料率（原則 0.8％）

について、令和４年４月～９月は 0.2％、10 月～令和

５年３月は 0.6％とする。 

② 求職者給付の国庫負担割合について、雇用保険財政

や雇用情勢に応じて異なる国庫負担割合を適用すると

ともに、別途国庫から機動的に繰入れ可能な仕組みを

導入する。また、育児休業給付等の国庫負担割合の引

下げの暫定措置を令和６年度まで継続し、求職者支援

制度の国庫負担割合の引下げの暫定措置は、当分の間、

本則（1/2）の 55/100 とする。 

③ コロナ禍への対応のための失業等給付等への国庫

からの繰入れ及び雇用安定事業に係る国庫負担の特例

の暫定措置を令和４年度まで継続する。 

④ 育児休業給付費及び雇用安定事業費の財源につい

て、積立金からの借入れを可能とする暫定措置を令和

６年度まで継続するとともに、当該借入額について、

返済の猶予等を可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同法案の趣旨としては、新型コロナ対策としての雇用

の安定、就業の促進を図ること、財政逼迫に係る必要

な措置を講ずることとなっています。 

 



■雇用保険率の改定および雇用保険財政の見直し 

 

2022 年度の雇用保険料率引き上げは、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大の影響によるものです。事業縮

小や休業により雇用環境が悪化し、雇用保険の支出が

増大したことが雇用保険料率引き上げの背景となって

います。雇用保険料率引き上げにより雇用保険料収入

の増加を図り、雇用保険事業の安定を図ることが目的

とされています。 

 

雇用保険法の改正により、2022 年度は雇用保険料率が

引き上げられます。4 月から事業主が負担する雇用保険

二事業の保険料率が、0.5/1000 上がります。さらに 10

月からは失業等給付・育児休業給付の保険料率が事業

主・労働者ともに 2/1000 上がります。雇用保険料率引

き上げにより、雇用保険料の負担も大きくなります。

特に 10 月からは雇用保険料は大幅に増えるため、注意

が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省資料 

 

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内

水面養殖および特定の船員を雇用する 事業について

は一般の事業の率が適用されます。 

 

 

 

今回は雇用保険法のみならず職業能力開発促進法の改

正がありました。 

 

■地域のニーズに対応した職業訓練の推進等 

 

①都道府県単位の協議会に関する規定の新設 

都道府県の区域で職業訓練に関する事務や事業を行う

国、都道府県の機関（都道府県労働局や都道府県での

担当部局）が、地域の実情に応じた職業能力の開発お

よび向上を適切かつ効果的に実施するよう、労働者団

体や事業主団体、職業訓練等を実施する者、職業紹介

事業者、学識経験者等により構成される協議会を組織

できるようとしました。また協議会の事務の従事者に

守秘義務を課し、秘密を洩らした者に対する罰則も規

定されました。協議会の設置には一定の時間が必要な

ため 10 月 1 日から施行される予定です。 

②キャリアコンサルティングの機会の確保 

キャリアコンサルティングの機会の確保について、労

働者の職業能力の開発および向上の促進にかかる段階

や、労働者の求めに応じて行うことを規定します。ま

たキャリアコンサルタントを有効に活用するように配

慮するものとしました。 

 

この改正は、会社が雇用する労働者の職業人生の節目

ごとや労働者の求めに応じてキャリアコンサルティン

グを受けられる環境整備をすることを明確化したもの

です。その際、労働者が安心・信頼して相談できるよ

う、キャリアコンサルティングは、国家資格であり守

秘義務が課されているキャリアコンサルタントが行う

ことが望ましいことが明記されました。また求職者も

含め、労働者が広くキャリアコンサルティングを受け

る機会を確保するためにも、雇用保険法に定める能力

開発事業として、国・都道府県が事業主や労働者に対

して一層の支援を行い、キャリアコンサルティングの

機会を確保する事業主に対して必要な援助を行うとし

ました。 

 


